
御車山林道災害復旧計画測量・設計業
務
（北海道上川郡下川町前珊瑠）
令和2年8月21日～令和2年9月11日
（建設コンサルタント（林道災害復旧30ｍ
の計画測量設計外））

分任支出負担行為
担当官
上川北部森林管理
署長
島津泰博

北海道上
川郡下川
町緑町21-
4

令和2年8月20日

株式会社北海道森
林土木コンサルタン
ト
法人番号
9430001036644

北海道札
幌市中央
区北4条東
2丁目8-6

会計法第
29条の3第
4項（緊急
随意契約）

令和2年8月5日の降雨により林道
が被災し、今後の降雨による崩壊
土砂の流出や被害拡大の恐れが
あり、事業に不可欠な林道であるこ
とに加え、下流域には地域住民の
生活基盤に欠かせないサンルダム
があることから、被災した箇所につ
いて、早急に復旧に係る調査を実
施する必要があったため。

2,816,000 2,695,000 95.7% - - - 4 0 - -

港3丁目災害復旧緊急調査業務
（北海道稚内市港3丁目)
令和2年8月26日～令和2年12月18日
（建設コンサルタント（災害復旧緊急調
査））

分任支出負担行為
担当官
宗谷森林管理署長
福嶋貢史

北海道稚
内市港4丁
目6-6

令和2年8月25日
株式会社北海道森
林土木コンサルタン
ト旭川事務所

北海道旭
川市神楽4
条13丁目
7-7

会計法第
29条の3第
4項（緊急
随意契約）

令和2年8月豪雨により国有林で発
生した山腹崩壊の土砂が下方の民
家まで流出した。今後さらに保全対
象（民家、道道）に被害を与える恐
れがあったことから緊急に対処し
た。

3,278,000 3,146,000 95.9% - - - - - - -

ヤムナイ沢災害復旧緊急調査業務
（北海道利尻郡利尻富士町字鬼脇)
令和2年8月26日～令和2年12月18日
（建設コンサルタント（災害復旧緊急調
査））

分任支出負担行為
担当官
宗谷森林管理署長
福嶋貢史

北海道稚
内市港4丁
目6-6

令和2年8月25日
株式会社北海道森
林土木コンサルタン
ト旭川事務所

北海道旭
川市神楽4
条13丁目
7-7

会計法第
29条の3第
4項（緊急
随意契約）

令和2年8月豪雨によりヤムナイ沢
で土石流が発生し既設床固工の埋
没等が発生した。現在も渓流内に
は巨石や不安定な土砂が残ってお
り早急に治山施設を復旧する必要
があることから緊急に対処した。

9,020,000 8,800,000 97.5% - - - - - - -

起登臼地区災害復旧緊急調査業務
（北海道利分郡礼文町字起登臼)
令和2年8月26日～令和2年12月18日
（建設コンサルタント（災害復旧緊急調
査））

分任支出負担行為
担当官
宗谷森林管理署長
福嶋貢史

北海道稚
内市港4丁
目6-6

令和2年8月25日
株式会社森林テク
ニクス札幌支店

北海道札
幌市中央
区北1条東
1丁目4-1

会計法第
29条の3第
4項（緊急
随意契約）

令和2年8月豪雨により国有林で発
生した山腹崩壊の土砂が下方の道
道まで流出した。今後さらに保全対
象（民家、道道）に被害を与える恐
れがあることから緊急に対処した。

5,093,000 4,840,000 95.0% - - - - - - -

雄忠志内地区災害復旧緊急調査業務
（北海道利尻郡利尻富士町雄忠志内)
令和2年8月26日～令和2年12月18日
（建設コンサルタント（災害復旧緊急調
査））

分任支出負担行為
担当官
宗谷森林管理署長
福嶋貢史

北海道稚
内市港4丁
目6-6

令和2年8月25日

国土防災技術北海
道株式会社
法人番号
7430001030178

北海道札
幌市中央
区北3条東
3丁目1-30

会計法第
29条の3第
4項（緊急
随意契約）

令和2年8月豪雨により国有林で発
生した山腹崩壊の土砂が下方の民
家まで流出した。今後さらに保全対
象（民家、水産施設）に被害を与え
る恐れがあることから緊急に対処し
た。

4,983,000 4,730,000 94.9% - - - - - - -

湾内地区災害復旧緊急調査業務
（北海道利尻郡利尻富士町湾内)
令和2年8月26日～令和2年12月18日
（建設コンサルタント（災害復旧緊急調
査））

分任支出負担行為
担当官
宗谷森林管理署長
福嶋貢史

北海道稚
内市港4丁
目6-6

令和2年8月25日

国土防災技術北海
道株式会社
法人番号
7430001030178

北海道札
幌市中央
区北3条東
3丁目1-30

会計法第
29条の3第
4項（緊急
随意契約）

令和2年8月豪雨により国有林で発
生した山腹崩壊の土砂が下方の道
道まで流出した。今後さらに保全対
象（民家、道道）に被害を与える恐
れがあることから緊急に対処した。

11,759,000 11,165,000 94.9% - - - - - - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。
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